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9月議会へ①-2　子宮頸がんの展開
　厚生労働省が2011年度政府予算で、経済成長や国民生活の安定などのため設けられる1兆円超えの「特別枠」に要求する事業案が8月16日、明らかになった。

　それによれば「子宮頸がんを予防するワクチン接種の助成事業を新たに設け、約150億円を盛り込む方針。

　子宮頸がんは性交渉によるヒトパピローマウィルスの感染が主な原因とされ、10代前半のワクチン接所で予防が期待できる。費用は4万円から5万円で厚労省は国、都道府県、市町村で負担しあって助成する仕組みを想定。対象者は今後詰める」としている。（以上8/17付東京新聞）
　私たち公明党は子宮頸がんのワクチンや予防検診費用への公費助成を盛り込んだ「子宮頸がん予防法案」については、人間の生命を守る人道的な法案である。各党は与野党の枠にとらわれることなく、前向きな議論をするべきだとの考えを示しています。

　この病気で年間約３５００人が亡くなっているが、予防検診とワクチン接種を併用すれば「ほぼ１００％」予防できることが分かっている。

　きちんと予防検診などを受ければ、数多くの尊い生命が救われる。その態勢を整備することは政治の責務である。

　公明党は先の通常国会でも同法案を提出したが、審議未了で廃案となっていた。

　だが、こうした公明党の推進によって、与野党の参院選マニフェストに子宮頸がん対策の推進が盛り込まれるなど、子宮頸がん対策に関心が高まってきたことは間違いない。また、自治医科大学附属さいたま医療センターの今野良教授（産科婦人科）など予防法案を高く評価する識者は数多い。予防法案を対策前進のチャンスととらえたい。

　予防法案の柱の一つは、予防検診として、細胞診とＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス）検査の併用を明記しています。２つの検査を併用すれば、前がん病変を「ほぼ１００％」発見できるとされる。特に必要な年齢の検診については全額国庫で補助する。

　第二には、感染源のウイルスに効果的な予防ワクチンについて、特定年齢（１２歳を想定）への一斉接種は全額、それ以外は一部を国庫で補助することを規定している。

　１２歳の女性へのワクチン一斉接種に必要な費用は２１０億円とされる。厚労省が考えているのは150億円である。よって、予算編成に絡んだ動きを今後は注目する必要があるが、国、都道府県、市町村で負担しあってとなると、市町村負担も避けて通れない。
改めて、「子宮頸がんゼロへ」向けた市長の決意のほどを伺いたい。
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